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第３ プランの取組内容 

１．取組方針（スローガン） 

ビジョンの実現に向けて、３つのスローガンのもと様々な取組を行う。 

スローガン 主な取組 

Ⅰ．「人材育成・意識改革」 （１） 官民連携による人材育成 

（２） インフラＤＸの普及啓発 

（３） 技術職員のＤＸサポート体制の構築 

Ⅱ．「制度改正・環境整備」 （４） 押印見直し・ペーパーレス化 

（５） リモートワーク環境の整備 

Ⅲ．「生産性向上・働き方改革」 （６） ＡＩ・ロボットの活用 

（７） Ｗｅｂの活用（リモートワーク・遠隔臨場） 

（８） データ整理・電子化 

（９） 業務の削減（職員の負担軽減） 

（１０） 企業・大学との協働 
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２．具体的な取組内容 

◎：官民連携による取組  ○：市役所での取組 

：期間内に取組むもの    ：中長期的に取組むもの 
主な取組 取組内容 Ｎｏ

官民連携による人材育成 ◎「北九州市 ｉ-Ｃｏｎｓｔrｕｃｔｉｏｎ 推進協議会」の 
 研修への参加促進 

(１)-１ 

インフラＤＸの普及啓発 ○課内会議を活用したデジタル化の推進 (２)-１ 
○ＤＸ研修(ｅラーニング) (２)-２ 
○職員提案募集 (２)-３ 
◎ＰＲ動画（ＹｏｕＴｕｂｅ）の配信 (２)-４ 

技術職員のＤＸサポート体制
の構築 

○ＤＸ推進リーダー・推進員の活動促進 (３)-１ 

押印見直し・ペーパーレス化 ◎契約書等の電子化(電子印鑑の活用) (４)-１ 

リモートワーク環境の整備 ○サテライトオフィスの設置拡大 (５)-１ 
○リモートワークルーム（ブース）の設置 
 （オンライン会議用） 

(５)-２ 

ＡＩ・ロボットの活用 ◎ＩＣＴ施工(ｉ-Ｃｏｎｓｔrｕｃｔｉｏｎ)の推進 (６)-１ 
○工事検査時の画像診断（図面照合） (６)-２ 
○災害発生予測(河川の健全度診断) (６)-３ 
○災害発生予測(浸水) (６)-４ 
○都市型災害の予防 (６)-５ 
◎入札・契約事務の自動化 (６)-６ 
◎迅速な災害復旧(ドローンやＡＩ の活用) (６)-７ 
◎施設点検(ＡＩ 画像解析)(道路)  (６)-８ 
◎施設点検(ＡＩ 画像解析)(下水道) (６)-９ 
◎施設点検(ドローン・ＡＩ の活用)  (６)-１０ 
◎施設点検（ドローンの活用）（下水道） (６)-１１ 
◎ゴミの不適物の搬入チェックにおけるＡＩ の活用 (６)-１２ 
○積算のチェック、自動化 (６)-１３ 
◎災害発生予測(法面・崖) (６)-１４ 
○書類審査の自動化 (６)-１５ 

Ｗｅｂの活用 
（リモートワーク・遠隔臨場） 

◎オンライン監督、オンライン検査 (７)-１ 
◎受発注者間情報共有システム(ＡＳＰ)の(原則) 
 全面実施 

(７)-２ 

◎オンライン会議(協議)の標準化 (７)-３ 
○テレワークの普及拡大 (７)-４ 
◎道路等の損傷個所に係る市民からの通報の 
 オンライン化 

(７)-５ 

◎環境整備事業の指定業者（緊急業者）への 
 工事指示の効率化 

(７)-６ 

データ
整理・電子化 

○書類のデータベース化 (８)-１ 
○ＧＩＳ を活用した点検データ等の蓄積 (８)-２ 
○研修動画の配信 (８)-３ 
◎電子納品 (８)-４ 
○情報共有化（工事情報と契約情報の一元化） (８)-５ 
○情報共有化（施設の維持管理） (８)-６ 
○情報共有化（一元化）（下水道） (８)-７ 
○情報共有化（一元化）（公園） (８)-８ 
◎ＢＩＭ/ＣＩＭの実施(試行)  (８)-９ 
○施設管理業務の電子化 (８)-１０ 

業務の削減（職員の負担軽減） ○定型業務(デジタルデータ更新)のアウトソーシング (９)-１ 

企業・大学との協働 ◎業務を効率化するシステム(ＡＩ・Ｗｅｂ等)の開発 (１０)-１ 
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(１)-１. 「北九州市 ｉ-Ｃｏｎｓｔrｕｃｔｉｏｎ 推進協議会」の研修への参加促進 

現
状
・課

題

・ＡＳＰ（受発注者間情報共有システム）やＢＩM/ＣＩM等の 

研修を行っているが、市職員（技術職）の参加率が低い。 将
来
像

・新規採用技術職員の研修として、当研修を必修化する。 

・その他職員には動画配信（ＹｏｕＴｕｂｅ）による普及啓発や研修
を通して、インフラＤＸに対する意識改革を行う。 

取

組

内

容

・ｉ-Ｃｏｎｓｔrｕｃｔｉｏｎ研修

の実施（ＡＳＰ、
ＢＩM/ＣＩM等） 

・研修の充実によるインフラＤＸの推進 

・新規採用職員研修として必修化 

成

果

・Ｒ３ 年度の研修に、 
職員がのべ約９０名参

加 

・技術職員の意識改革 
・インフラＤＸの普及（職員の参加者数が毎年度増加） 

(２)-１. 課内会議を活用したデジタル化の推進 

現
状
・課
題

・局内でワーキンググループを設置し「しごと改革」に向けて検討
している。 
・「公共工事関係部署ＤＸ検討会議」（技術関係部局の係長級）を

開催し、インフラＤＸの推進に向け検討中である。 

将
来
像

・課内会議において、「ＤＸのワーキンググループ」を設置し、
ＤＸに関する ＦＡＱの作成や Ｋｉｎｔｏｎｅの活用を検討して
いく。 

取

組

内

容

・ＤＸのワーキンググループの設置(ＦＡＱの作成やＫｉｎｔｏｎｅの活用検討等) 

成
果

・生産性向上（業務の効率化） 

(２)-２. ＤＸ研修(ｅラーニング) 

現
状
・課
題

・庁内イントラの技術監理局のページで過去の研修の資料等を
掲載している。 

・職員（設計担当）にあまり活用されていない。 
将
来
像

・様々なコンテンツが手軽にテレワーク等で閲覧できる。（働き方
改革） 

取

組

内

容

・自主学習テキストの充実、積極的な活用の普及 

成
果

・働き方改革（テレワークの推進） 
・インフラＤＸ人材の育成 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降
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(２)-３. 職員提案募集 

現
状
・課
題

・現在、「インフラＤＸ」をテーマとした職員提案の募集を行っ

ていない。 
将
来
像

・「インフラＤＸによる業務改善事例」としてアーカイブを庁内の

イントラ（技術監理局ページ）に設置し、公共工事関係部署内で
情報共有を図る。 

取

組

内

容

・職員提案募集を実

施する担当課（総務
局人事課）と協議 

・「職員提案」の募集テーマに「インフラＤＸによる事務改善」を追加 ・「インフラＤＸによる事務改善事例」をアー

カイブとしてイントラ等に掲載し、職員間で
情報共有を図る 

成

果

・インフラＤＸの普及啓発 
・インフラＤＸ人材の育成 

・インフラＤＸのさらなる推進 
・生産性向上 
・働き方改革 

(２)-４. ＰＲ動画（ＹｏｕＴｕｂｅ）の配信 

現
状
・課
題

・分かりやすく若い世代が閲覧する動画コンテンツの配信が 
必要である。 

・「公共工事関係部署のＤＸ推進プラン」の内容を紹介する

ＰＲ動画（ＹｏｕＴｕｂｅ）を制作・配信し、職員への普及啓発を
図る必要がある。 
・インフラＤＸの具体的な事例を紹介する動画がない。 

将
来
像

・多くの方々に視聴いただき、インフラＤＸの重要性や建設業 
全体のイメージアップにつながる。 
・気軽に動画を視聴することで認知度が高まりインフラＤＸの 

考え方が職員に定着する。（意識改革） 

取

組

内

容

・ＰＲ動画の検討 ・ＰＲ動画の作成・配信 ・動画コンテンツの拡充 

成
果

・インフラＤＸの認知度アップ ・職員のインフラＤＸに関する意識改革 
・インフラＤＸ人材の育成 
・市内建設業界のイメージアップ 

(３)-１. ＤＸ推進リーダー・推進員の活動促進                         ＜中長期的な取組＞ 

現
状
・課
題

・インフラＤＸ関連の相談を技術監理局（技術企画課）で全て

受けている為、今後、専門性の高い内容や件数の増加によ
り職員の負担が増大する。 

将
来
像

・「ＤＸ推進計画」において、全ての課で任命することとなってい

る「ＤＸ推進リーダー・推進員」の活動を促進し、推進リーダー・
推進員同士で情報交換等を行うことで、局の垣根を越えて最
新のＤＸ手法を共有し、生産性向上を図る。 

(4)-１. 契約書等の電子化(電子印鑑の活用)                         ＜中長期的な取組＞ 

現
状
・課
題

・民間企業と本市が連携し、「電子契約サービス実証実験」を
行い、電子契約のメリット・デメリットを検討中。 将

来
像

・契約書や証明書等の書類の電子化を進める。（ペーパーレス化） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降
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(５)-１. サテライトオフィスの設置拡大 

現
状
・課

題

・サテライトオフィスの試行設置などを実施（Ｒ３.１０～１２）。

（北九州市立大学サテライトキャンパス（小倉北区）、コムシ
ティ（八幡西区）） 

将
来
像

・技術職員が自宅近くでテレワークが実施できる環境整備を行う。

（各区 １ヶ所以上設置） 

取

組

内

容

・関係局と協議 ・試行の実施（利用者等へのアンケートを実施） ・本格運用 
（各区１ヶ所以上に設置） 

成
果

・職員の意識改革 ・テレワーク実施者の増加

（働き方改革） 

(５)-２. リモートワークルーム(ブース)の設置(オンライン会議用) 

現
状
・課
題

・本庁舎に技術系部局専用のリモートワークルームはなく、技術

監理局内の打合せテーブルでＷｅｂ会議を実施している。
会議の輻輳等によるスペース不足が課題である。 
・Ｗｅｂ会議の音声がフロア全体に聞こえるため、業務の支障

になることもある。 

将
来
像

・リモートワーク専用ルーム（ブース）を設置する。（生産性向上） 

取

組

内

容

・ブース設置の
検討 

・Ｗｅｂ会議用ブー
スの設置（工事） 

・リモートワークルーム（ブース）の使用開始 

成
果

・オンライン会議等の増加による業務の効率化（生産性向上） 

・密の回避 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降
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(６)-１. ＩＣＴ施工(ｉ-Ｃｏｎｓｔrｕｃｔｉｏｎ)の推進 

現
状
・課
題

・ＩＣＴ 建機の活用は進みつつあるが、フル ＩＣＴ施工(３次元デー

タ活用）はほとんど実施されていない。 
・ＩＣＴ建機やシステムが効果であり、市内の中小事業者が導入に
至っていない。 

将
来
像

・土木工事の ＩＣＴ 施工の標準化を図る。（生産性向上、働き方

改革） 

取

組

内

容

・研修の実施 

・現場見学会や講演会開催（普及啓発） 
・ＩＣＴ対象工事の拡大 
・ＩＣＴ施工相談窓口の設置 

・土木工事の原則 ＩＣＴ化 

成

果

・人材育成 
・意識改革 

・生産性向上 

(６)-２. 工事検査時の画像診断（図面照合） 

現
状
・課
題

・現在は検査員が目視で検査しており、検査に時間を要する。 
・画像診断システムを導入するにあたり、診断項目（リスト）づくり
が必要である。 

将
来
像

・画像診断システムを導入し、検査員の個人差をなくし、 
工事成績評定の公平性を高めるとともに効率化を図る。 
・施工不良等をシステムで検知し、その内容を工事監督員にフィ

ードバックすることで、工事の質の向上につなげる。 

取

組

内

容

・システム化に向けた情
報収集検討 

・写真データの収集 ・機械学習による写
真識別の構築 

・試行（効果検証） ・実施 

成
果

・生産性向上（検査の効率化） 

(６)-３. 災害発生予測(河川の健全度診断) 

現
状
・課
題

・ドローン等を活用し、河川状況のデータ収集を行う。 
・データの分析評価を行う。 

・災害発生危険個所抽出システム(ＡＩ)の構築を進めている。 
将
来
像

・点検作業の効率化や効果的な河川の維持管理を可能にする。 

取

組

内

容

・システムの構築 ・システムの試行 
・運用、ブラッシュアップ 

成
果

・生産性向上 
（点検作業内容や箇所の選定、河川整備箇所の選

定等） 

Ｒ３年度 Ｒ4年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度以降

Ｒ３年度 Ｒ4年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降
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(６)-４. 災害発生予測(浸水) 

現
状
・課
題

・排水施設をモデル化し、内水浸水シミュレーションを実施中。 

（～Ｒ１０ 年度まで） 
将
来
像

・内水浸水発生の可能性が高いエリアを把握し、気象状況に

応じた市民への周知（避難等）に役立てる。 

取

組

内

容

・雨水整備計画区域において内水浸水シミュレーションを実施 ・シミュレーション

の精度向上、対応
内容の検討 

成

果

・安全安心なまちの実現 
（市民への周知(避難等)へ活用） 

(６)-５. 都市型災害の予防 

現
状
・課
題

・災害時の情報が活用できていない。 
・伝達体制が整っていない。 将

来
像

・都市型災害の予防(防災・減災)業務の効率化を図る。 
・災害発生時にも被災状況を早期に把握し、迅速・的確な 
意志決定を可能にする。 

取

組

内

容

・総合防災情報システム検討 ・総合防災情報システム構築、運用 

成

果

・生産性向上（業務の効率化） 
・安全安心なまちの実現（市民への周知(避難等)へ活用） 

(６)-６. 入札・契約事務の自動化 

現
状
・課
題

・職員は定型業務に時間を要している。 
・段階確認が多く、ミスが起きる可能性が高い。 
（他課とのデータの共有化、システム自動化が進んでいない） 

将
来
像

・システム導入による自動化・効率化によりミスのリスクを 
回避し、職員の負担軽減を図る。 

取

組

内

容

・既存システムの運用 ・入札・契約事務のさらなる自動化の検討 

成

果

・生産性向上（入札・契約事務の効率化） 
・働き方改革（職員の負担軽減） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降
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(６)-７. 迅速な災害復旧(ドローンやＡＩ の活用) 

現
状
・課
題

・職員の安全確保のため、離れた場所から目視や写真撮影で 

対応している。 
・斜面崩壊など現地調査に危険が伴う災害現場では、ドローンによ
る写真撮影を行っている。 

将
来
像

・ＡＩを活用した類似災害箇所や対策工法の抽出による業務

の効率化を図る。 

取

組

内

容

・災害状況とその復旧内容のデータ蓄積 ・ＡＩ活用による類似災害箇所や対策工法の抽出 

成

果

・生産性向上（業務の効率化） 

(６)-８. 施設点検(ＡＩ 画像解析)(道路) 

現
状
・課
題

・職員による目視点検を行っており、道路上の施設（道路照明
灯等）が多く、効率化が課題。 
・舗装の点検は調査車を用いて劣化状況を把握している。 

将
来
像

・ＡＩ や ＧＩＳを活用し、点検データの集約化を図り、補修箇所の 
優先順位づけを効率的に実施する。 
・施工業者への発注や指示もデータを活用し、生産性を向上する。

取

組

内

容

・点検効率化 
・ＡＩ 導入に関する検討 

・タブレットの活用による道路付属物点検の効率化 
・ＡＩ活用による対策箇所や内容抽出の試行、段階的運用 

成
果

・生産性向上（業務の効率化） 

(６)-９. 施設点検(ＡＩ 画像解析)(下水道) 

現
状
・課
題

・下水道管内の健全度を調査するための現行カメラは、撮影
画像の解像度が低く、ＡＩ による自動解析が難しい。 将

来
像

・新技術の導入により、十分な解像度の画像データ（教師データ）
を蓄積する。 

・ＡＩ による自動解析により、正確且つ迅速な施設の健全度評価が
行え、異常個所の早期発見を可能にする。 

取

組

内

容

・新技術（管内を高画質な展開
画像で確認できるカメラ）によ
る下水道管内調査を試行 

・新技術の運用方針を
決定 

・画像データ（教師データ）の蓄積 
・ＡＩ による自動解析の試行及び評価 

・ＡＩ による自動解析の
本格運用 

成
果

・施設の健全度の精度向上 

・安全性向上 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降
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(６)-１０. 施設点検(ドローン・ＡＩ の活用) 

現
状
・課
題

・橋梁点検業務委託おいて、受注者からの提案があれば、 

協議の上でドローンを活用している。 
（Ｒ２年度実績２件） 

将
来
像

・ドローン等による点検や３次元測量データを活用したＡＩ に 

よる劣化予測や補修工法の抽出を組み合わせることにより、 
インフラ維持管理の効率化、精度向上につなげる。 

取

組

内

容

・対象施設の抽出、現地での試行 ・定期点検でドローン等を本格的に活用 ・補修工法選定へのＡ

Ｉの段階的活用 

成

果

・生産性向上（業務の効率化） 
・安全性の向上（点検精度の向上） 

(６)-１１. 施設点検（ドローンの活用）（下水道） 

現
状
・課
題

・下水道処理場等のコンクリート構造物の点検手法は、 
 調査員による近接目視であるが、足場等の仮設が必要で
 あるため、費用と時間を要することから、点検の効率化 

 が課題である。 

将
来
像

・ドローンによる施設点検の実施により、地上からの目視が 
困難な箇所の点検が安全且つ容易になり、異常箇所の早期 
発見を可能にする。 

取

組

内

容

・ドローンによる点検を試行 
・ドローン飛行に係る操作研修等への参加機会を確保 

・ドローンによる施設点検の実施 

成
果

・生産性向上（業務の効率化） 
・安全性向上 

(６)-１２. ゴミの不適物の搬入チェックにおけるＡＩ の活用 

現
状
・課
題

・工場の受入基準を満たさない不適物搬入ごみが多い。 

・工場のプラットホーム監視員による搬入チェックに 
時間がかかる。 

将
来
像

・全工場にシステムを導入し、不適物の搬入チェックの効率化を

図る。 

取

組

内

容

・ＡＩ に不適物の画像を学習させ、
ごみ投入口にカメラを設置し、録
画映像から不適物の抽出について

検証 

・検証、システム
機能強化 

・不適物を知らせる
装置を設置し、実地
搬入チェックを開始

・他工場への展開を検討 

成
果

・働き方改革（監視員の負担軽減） 

・生産性向上（業務の効率化） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降
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(６)-１３. 積算のチェック、自動化                                ＜中長期的な取組＞ 

現
状
・課
題

・積算のチェックに、かなりの時間を要している。 
将
来
像

・積算のチェックの自動化により、積算ミスがゼロになり、 

工事の起工に関する業務時間の大幅な削減につなげる。（生産
性向上） 

(６)-１４. 災害発生予測(法面・崖)                               ＜中長期的な取組＞ 

現
状
・課
題

・職員が、過去被災した法面や幹線道路沿いの法面を対象に
現地にて目視で点検し、補修の必要な施工方法等を検討

する。 
将
来
像

・法面のコンクリートのひび割れ状況等を、ＡＩ を活用して解析し、
補修の必要性や施工方法等を効率的に検討する。 

（生産性向上） 

(６)-１５. 書類審査の自動化                                 ＜中長期的な取組＞ 

現
状
・課
題

・審査内容が異なるため、各々の申請における審査項目の
リスト化が必要。 将

来
像

・定型業務（道路使用申請等）の一部から審査項目を 
リスト化した後、ＡＩ を活用して自動化し業務効率を図る。 

（生産性向上） 

(７)-１. オンライン監督、オンライン検査 

現
状
・課
題

・オンライン監督・検査ともに試行を実施。 
・各課モバイル端末等を順次配備。 

・現地の出来栄え、現場全体の施工状況がわかりにくい。 
・小規模工事で活用されていない。 
・中小事業者には普及していない。 

将
来
像

・オンライン監督・検査の活用拡大で業務効率化を図る。 
・自宅等から監督・検査が可能となり、テレワークの増加につなげ

る。（働き方改革） 

取

組

内

容

・運用状況把握 ・Ｗｅｂ 環境の整備 ・端末の導入 ・職員研修 
・試行対象の拡大 ・普及啓発（ＰＲ） 

・現地調査等でのタブレット端末の活用 

成
果

・生産性向上（業務の効率化） 

・働き方改革（テレワークの増加） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降
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(７)-２. 受発注者間情報共有システム(ＡＳＰ)の(原則)全面実施 

現
状
・課
題

・土木工事においては、実施する工事が順調に増加している。 

・建築工事においては、試行を開始。利用を希望する業者が 
少ないことが課題。 
・設備工事においては、未実施であり、受注業者への普及啓発が

課題。 

将
来
像

・原則 ＡＳＰ を全面運用する。 

・ＡＳＰ の活用により、リモートワーク、テレワークを促進し、 
働き方改革を推進する。 

取

組

内

容

・試行 ・試行拡大 ・普及拡大 ・全面実施 

成

果

・働き方改革（テレワーク等の促進） 

(７)-３. オンライン会議(協議)の標準化 

現
状
・課
題

・本庁部署を中心にＷｅｂ環境がほぼ整備され、オンライン会議が
増加している。 
・本庁以外の事務所等はＷｅｂ環境の整備中である。 

将
来
像

・会議は原則オンラインを活用することで、移動時間の短縮や
密の回避につながり「生産性向上」や「働き方改革」を推進 
する。 

取

組

内

容

・Ｗｅｂ会議環境の整備 ・オンライン会議の普及・拡大 ・(原則)オンライン会議で実施 

成

果

・生産性向上 
・働き方改革（リモートワーク等） 

(７)-４. テレワークの普及拡大 

現
状
・課
題

・テレワークのニーズは高まりつつある。 
・モバイル端末の台数が少ないことやテレワーク端末(ＰＣ)の
機能面で課題がある。 

将
来
像

・テレワークにより効率的に取り組める業務については、 
積極的に実施する。 
・「テレワークが誰でもいつでも実施できる」職場とする。 

取

組

内

容

・テレワーク端末(ＰＣ)の

配備、研修実施 

・普及・促進 ・誰でもいつでもテ

レワークが可能 

成

果

・働き方改革 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降
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(７)-５. 道路等の損傷個所に係る市民からの通報のオンライン化 

現
状
・課
題

・道路・公園・河川等の危険個所（３万件／年の補修対応）に関す

る市民からの通報は、電話や来庁が主であり、その対応に係
わる職員の負担軽減や時間削減が課題である。 

将
来
像

・市民通報から業者への工事指示までが１つのシステムで完了 

する。 

取

組

内

容

・システム導入の検討 ・システム構築 ・段階的な運用 

成
果

・働き方改革（職員の負担軽減） 
・生産性向上（業務の効率化） 

・生産性向上 
（蓄積データの活用による更新時期

の検討等） 

(７)-６. 環境整備事業の指定業者（緊急業者）への工事指示の効率化 

現
状
・課
題

・市民から公共施設（道路等）の補修、改善要望が非常に多い。 
・要望を受け、対応する工事を業者に指示する業務の効率化が

課題である。 
将
来
像

・庁内 ＧＩＳ と連携した情報の管理を行う。 
・指示した工事の積算業務を、ＡＩ を活用して業務効率化する。

取

組

内

容

・工事着工の指示業務の ｋｉｎｔｏｎｅの導入・テスト
運用・問題改善 

・本格実施（他の区役所へ拡大検討） 

成
果

・生産性向上（業務の効率化） 
・職員の負担軽減 

(８)-１. 書類のデータベース化 

現
状
・課
題

・事務文書等は「局共通フォルダ」を活用し、情報の共有化を 

進めている。 
・工事関係図書等は紙ベースのものも多く、データベース化が 
進んでいない。 

・積算に関する情報検索システムの検討が必要である。 

将
来
像

・書類をデータベース化し、業務を円滑に実施する。 

(ペーパーレス化、省スペース化) 
・積算に関するミスの軽減、時間の削減を図る。 

取

組

内

容

・事務書類のデータベース化を進める 

・工事竣工後の図面や書類のデータベース化を進める 
・積算情報システムの構築 

・設備台帳システムの構築 ・システムの試行・運用の開始 

成

果

・ペーパーレス化 
・省スペース化（課内） 

・生産性向上 

Ｒ３年度 Ｒ4年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降
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(８)-２. ＧＩＳ を活用した点検データ等の蓄積 

現
状
・課
題

・道路や公園、河川等の管理にＧＩＳを活用しているが、点検等

のデータについても蓄積する必要がある。 将
来
像

・ＧＩＳ データを用いた情報の集約化を行い、整備補修計画に 

活用する。（生産性の向上） 

取

組

内

容

・ＧＩＳ を活用したシステムの検討・試行 
・段階的な運用 

・蓄積したデータの順次活用 

成
果

・生産性向上（情報集約化による業務時間の短縮） 

(８)-３. 研修動画の配信 

現
状
・課
題

・研修動画（ＹｏｕＴｕｂｅ等）の配信を一部開始している。 

・動画制作には編集の手間や時間を要し、配信数が少ない。 将
来
像

・市主催の技術研修がいつでもどこでも視聴できることにより、

テレワークの推進につなげる。（働き方改革） 
・会場の確保が不要になる。 
・密を回避する。（働き方改革） 

取

組

内

容

・ＷＥＢ研修や研修動画の配信を実施 

・研修動画コンテンツの充実 

・全ての市主催の技術

研修が動画で視聴可能

成

果

・働き方改革（テレワークの推進、密の回避） 
・生産性向上（業務の効率化） 

(８)-４. 電子納品 

現
状
・課
題

・土木工事は電子納品を実施済。（一部３次元データを含む） 
・納品する施工業者の負担の軽減が課題。 
・今後の必要性を鑑み、土木工事以外でも３次元データでの 

電子納品を試行。（建築の基本設計など） 

将
来
像

・データの共有により事務の効率化や省スペース、災害時の
迅速な活用等の効果を得る。 
・建築の建て替え工事や維持管理にも３次元データを活用

できる。（生産性向上） 

取

組

内

容

・電子納品開始 

・現行制度の見直しと国や
他都市の状況調査 

・データフォーマット確立 

・関係部局との協議 

・制度改定と運用開始 

・「電子納品の手引き」を改定 

・課題抽出、制度の見直し等を適宜実施 

成

果

・生産性向上 
・３次元データの活用により、災害時の迅速な対応が可能 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降
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(８)-５. 情報共有化（工事情報と契約情報の一元化） 

現
状
・課
題

・工事情報の管理システムは、各局でそれぞれ運用しており、

一元化したデータがない。 将
来
像

・工事検査や契約等がスムーズに行えるような管理システムのも

と、業務の効率化（時間削減・ペーパーレス）を図る。 
（生産性の向上） 

取

組

内

容

・システムの検討 ・システム構築・試行 ・本格実施、課題抽出 ・システムの再構築 

成
果

・生産性向上 
・ペーパーレス化 

(８)-６. 情報共有化（施設の維持管理） 

現
状
・課
題

・維持管理情報の管理が不十分である。 

・施設情報の集約及び電子化の検討が必要である。 将
来
像

・施設の基本情報や保全計画、診断結果等の維持管理情報を 

一元化できるシステムの構築、利活用促進が期待できる。 

取

組

内

容

・既存資料の維持管
理情報の一元化 

・点検システムの構築や維持管理システムとの連動化検討 ・システム構築 

成

果

・生産性向上（維持管理に係る情報の蓄積・更新の適正化、情報の一元化やデータの利用促進） 

(８)-７. 情報共有化（一元化）（下水道） 

現
状
・課
題

・維持管理、浸水対策・地震対策・合流改善・再構築など、事業が

多岐に渡るため俯瞰的な情報把握が困難である。 将
来
像

・一元化・視える化したデータを基に、より効率的な整備・改築

計画を立てることができる。 

取

組

内

容

・一元化・視える化する仕組み（システム）の検討・
作成 

・一元化・視える化された新たな仕組み（システム）に基いてデータを蓄積 

成
果

・生産性向上（より効率的な整備・改築計画が立てられる） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降
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(８)-８. 情報共有化（一元化）（公園） 

現
状
・課
題

・公園管理システム（日本公園緑地協会）により、情報を共有

している。 将
来
像

・引き続き、最新情報の更新に努め、情報の共有化を進めていく。 

取

組

内

容

・公園管理システム（日本公
園緑地協会）の利用 

・最新情報の共有 

成

果

・生産性向上（情報共有による業務効率化） 

(８)-９. ＢＩＭ/ＣＩＭの実施(試行) 

現
状
・課
題

・ＢＩMは市内業者で導入しているところはほとんどなく、大手企
業のみしか対応できない状況である。 

・入力作業や変更対応する際、２次元よりもかなり手間がかかる。
・データの形式等を予め指定する必要がある。 

将
来
像

・新設する土木工事の設計（小規模は除く）に原則ＢＩM/ＣＩM
を導入する。（将来の維持管理に活用） 

取

組

内

容

・基本設計で試行 ・実施設計で試行 ・試行の本格実施 ・土木工事の設計（小規模

除く）の全てで実施 

成

果

・生産性向上 

(８)-１０. 施設管理業務の電子化 

現
状
・課
題

・自転車駐車場の利用台数や使用料等は、紙ベースで作成・管理
している。 
・自転車駐車場使用料の支払は、現金のみで対応している。 

将
来
像

・データベース化による作業の効率化を図る。（ペーパーレス化） 
・利用者の利便性向上を図る。（利用状況（空き状況）のＷｅｂ公
開、電子マネー支払） 

取

組

内

容

・先行事例の調査 

・管理システムの試作 

・管理システムの試行 

・関係機関調整 

・管理システムの構築 ・管理システム本格導入 

成

果

・ペーパーレス化 
・業務の効率化 

・サービス向上 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降
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(９)-１. 定型業務(デジタルデータ更新)のアウトソーシング 

現
状
・課
題

・工事の竣工後、請負業者から電子納品されるＣＡＤデー

タが活用されていない。 将
来
像

・電子納品データを変換する業務を委託（アウトソージング）する

ことで、管理業務の効率化を図る。（生産性向上） 

取

組

内

容

・初期データ入力の
委託準備 

・初期データ入力の委託化 

成
果

・生産性向上（業務の効率化） 

(１０)-１. 業務を効率化するシステム(ＡＩ・Ｗｅｂ等)の開発                ＜中長期的な取組＞ 

現
状
・課
題

・小倉北区役所まちづくり整備課や河川整備課では、企業と協

働で ｋｉｎｔｏｎｅやアプリを活用した業務効率化を検討中で
ある。 
・緊急工事に関する業務（指示書による業者への指示や予算管

理）について、市内スタートアップ企業との協働を検討した
事例がある。 

将
来
像

・各区役所のまちづくり整備課で構築されたシステム(ＡＩ・Ｗｅｂ)

の運用により、業務を効率化する。（生産性向上） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降


